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(注) 1. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

2. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

3. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期

第２四半期 
連結累計期間

第30期
第２四半期 
連結累計期間

第29期
第２四半期 
連結会計期間

第30期 
第２四半期 
連結会計期間

第29期

会計期間

自 平成20年
  ９月１日
至 平成21年
  ２月28日

自 平成21年
  ９月１日
至 平成22年
  ２月28日

自 平成20年
  12月１日
至 平成21年
  ２月28日

自 平成21年 
  12月１日
至 平成22年 
  ２月28日

自 平成20年
  ９月１日
至 平成21年
  ８月31日

売上高 (百万円) 294,644 298,438 156,133 160,992 589,177

経常利益 (百万円) 4,348 2,089 3,439 3,745 9,367

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,470 1,688 2,700 2,638 5,094

純資産額 (百万円) － － 57,715 59,115 61,810

総資産額 (百万円) － － 233,585 227,787 230,945

１株当たり純資産額 (円) － － 31,844.13 34,037.65 34,496.66

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) 877.57 1,002.82 1,611.18 1,559.30 3,040.03

潜在株式調整後１株 
当たり四半期(当期) 
純利益金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 22.8 25.7 25.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,633 1,167 － － 8,501

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,318 1,958 － － △2,301

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,223 △718 － － △6,084

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(百万円) － － 22,726 24,733 22,570

従業員数 (人) － － 5,645 5,791 5,882

－ 2 －



当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、関係会社の異動については、「３ 関係会社の状況」に記載のと

おりであります。 

  

  

当第２四半期連結会計期間における関係会社の異動は以下のとおりであります。 

  

株式会社倶楽部我山（連結子会社）は、株式会社東京計画（連結子会社）を存続会社とする吸収合併

（合併期日：平成21年12月１日）により消滅しております。 

   

なお、株式会社ソフマップ（連結子会社）は、平成21年10月14日付で当社と株式交換契約を締結し、

平成22年１月29日付で当社の完全子会社となっております。同社は、平成22年１月26日付で東京証券取

引所市場第二部の上場を廃止しております。 

   

   

   

 
(注) 1. 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。 

2. 臨時雇用者数（アルバイト、派遣社員を含む。）は、当第２四半期連結会計期間の平均人員（１日１人８時

間換算）を（ ）外数で記載しております。 

   

 
(注) 1. 従業員数は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業人員数であります。  

2. 臨時雇用者数（アルバイト、派遣社員を含む。）は、当第２四半期会計期間の平均人員（１日１人８時間換

算）を（ ）外数で記載しております。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

  合併

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年２月28日現在

従業員数(人) 5,791（3,050）

(2) 提出会社の状況

平成22年２月28日現在

従業員数(人) 4,643（1,439）

－ 3 －



 
(注)   上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

  品目別売上高

品目別

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年12月１日
至 平成22年２月28日)

売上高
(百万円)

構成比
(％)

前年同期比増減率
(％)

音響映像商品

カメラ 10,586 6.6 △0.4

テレビ 20,104 12.5 37.9

ビデオデッキ・カメラ 8,786 5.4 12.5

オーディオ 6,542 4.0 △7.1

ＡＶソフト 2,566 1.6 △15.2

その他 4,168 2.6 △2.5

小計 52,753 32.7 11.4

家庭電化商品

冷蔵庫 2,837 1.8 12.4

洗濯機 2,627 1.6 0.4

調理家電 3,111 1.9 5.1

季節家電 3,639 2.3 2.7

理美容家電 4,675 2.9 10.2

その他 4,056 2.5 5.3

小計 20,947 13.0 6.1

情報通信機器 
商品

パソコン本体 14,416 9.0 △12.7

パソコン周辺機器 8,804 5.5 △10.0

パソコンソフト 4,529 2.8 △16.1

携帯電話 14,211 8.8 4.1

その他 9,359 5.8 △7.4

小計 51,321 31.9 △7.5

その他の商品

ゲーム 13,871 8.6 17.2

時計 4,024 2.5 0.1

書籍 397 0.3 △6.9

メガネ・コンタクト 1,169 0.7 △3.4

その他 15,434 9.6 1.8

小計 34,897 21.7 6.9

物品販売事業 159,919 99.3 3.0

その他の事業 1,073 0.7 16.0

合計 160,992 100.0 3.1
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当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

     

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

     

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社）

が判断したものであります。 

     

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間（平成21年12月１日から平成22年２月28日まで）におけるわが国経済は、

景気は、持ち直してきているものの、自律性に乏しく、失業率が高水準にあるなど依然として厳しい状

況で推移いたしました。また、企業収益、個人消費につきましては、緩やかな持ち直しの動きが見られ

る状況でありました。 

当家電小売業界では、政府のエコポイント制度の追風を受けてテレビ・冷蔵庫・エアコンが好調に推

移し、また、ブルーレイディスクレコーダー、ゲーム関連商品の売上高も好調でありました。一方、デ

ジタルカメラ、オーディオ等が不振でありました。 

このような環境下、当社グループは「より豊かな生活を提案する、進化し続けるこだわりの専門店の

集合体」の一層の強化を目指して、価格・品揃え・接客・サービス・店作りにおいて、お客様に更にご

満足いただけるよう改善を重ねてまいりました。 

店舗展開におきましては、平成22年２月18日にビックカメラ鹿児島中央駅店を開店しております。ま

た、株式会社さくらやから４店舗を承継し、平成22年２月15日にビックカメラ船橋駅店を、平成22年２

月24日にビックカメラ聖蹟桜ヶ丘駅店を、平成22年２月26日にビックカメラ新宿東口駅前店及びビック

カメラ相模大野駅店を開店しております。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は 1,609億92百万円（前年同期比 3.1％増）、営業

利益は 45億19百万円（前年同期比 42.1％増）、経常利益は 37億45百万円（前年同期比 8.9％増）、四

半期純利益は 26億38百万円（前年同期比 2.3％減）となりました。 

   

(2) 財政状態の分析 

① 資産の部 

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ 31億58百万円減少（前連結会

計年度末比 1.4％減）し、2,277億87百万円となりました。主な要因は、投資その他の資産の「その

他」の減少（投資有価証券の減少等）63億44百万円によるものであります。 

② 負債の部 

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ ４億62百万円減少（前連結会

計年度末比 0.3％減）し、1,686億72百万円となりました。主な要因は、短期借入金の減少 44億20百万

円があったものの、長期借入金の増加 42億75百万円があったことによるものであります。 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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③ 純資産の部 

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ 26億95百万円減少（前連結

会計年度末比 4.4％減）し、591億15百万円となりました。主な要因は、株式交換による資本剰余金の

増加（純資産の増加） 15億15百万円、四半期純利益（純資産の増加） 16億88百万円があったものの、

剰余金の配当（純資産の減少） 16億75百万円、少数株主持分の減少（純資産の減少） 33億44百万円が

あったことによるものであります。 

      

(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第１四半期連結

会計期間末に比べ 26億68百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末には 247億33百万円となりまし

た。当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ

ります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は 32億48百万円（前年同期は４億48百万円の使用）となりました。こ

れは主に、仕入債務の減少 86億76百万円があったものの、税金等調整前四半期純利益 38億94百万

円、売上債権の減少 11億95百万円及びたな卸資産の減少 44億３百万円があったことによるものであ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は 87百万円（前年同期は６億98百万円の使用）となりました。これは

主に、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は 58億29百万円（前年同期は９億48百万円の使用）となりました。こ

れは主に、社債の発行による収入 39億67百万円があったものの、短期借入金の純減少額 86億59百万

円があったことによるものであります。 

      

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。 

      

(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

 ① 重要な設備計画の変更 

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備

の新設における変更はありません。 

    

 ② 重要な設備計画の完了 

第１四半期連結会計期間末に計画していた設備計画のうち、当第２四半期連結会計期間に完了

したものは、次のとおりであります。 

〔提出会社〕 

 鹿児島中央駅店（鹿児島県鹿児島市） 平成22年２月完成 

    

 ③ 重要な設備の新設 

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設は次のとおりでありま

す。 

  

 
 (注) 1. 上記４店舗は、平成22年２月28日現在既に開店しております。 

 2. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    

 ④ 重要な設備の除却等 

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画

会社名
事業所名 
(所在地)

設備の内容
投資予定額
(百万円)

資金調達 
方法

着工予定 
年月

完成予定
年月

総額 既支払額

提出会社

船橋駅店
（千葉県船橋市）

営業店舗 150 82
自己資金 
及び借入金

平成22年 
２月

平成22年
２月

聖蹟桜ヶ丘駅店
（東京都多摩市）

営業店舗 165 100
自己資金 
及び借入金

平成22年 
２月

平成22年
２月

新宿東口駅前店
（東京都新宿区）

営業店舗 198 105
自己資金 
及び借入金

平成22年 
２月

平成22年
２月

相模大野駅店
（神奈川県相模原市南区）

営業店舗 218 124
自己資金 
及び借入金

平成22年 
２月

平成22年
２月
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
(注) 株式会社ソフマップとの株式交換による増加 

 交換比率 株式会社ソフマップの普通株式１株につき、当社の普通株式 0.005株 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 5,082,000

計 5,082,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年２月28日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年４月13日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,723,526 1,723,526
東京証券取引所 
（市場第一部）

単元株制度を採用して
いないため、単元株式
数はありません。

計 1,723,526 1,723,526 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年１月29日 (注) 47,624 1,723,526 － 18,402 1,515 19,492

－ 8 －



平成22年２月28日現在

 
(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

    日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）   11,472株 

    日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）      8,597株 

  

平成22年２月28日現在

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が12株含まれております。また、「議

決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

新井 隆二 東京都練馬区 818,607 47.50

株式会社ラ・ホールディングス 東京都豊島区東池袋1－11－6 196,615 11.41

株式会社ＴＢＳテレビ 東京都港区赤坂5－3－6 61,190 3.55

株式会社エディオン 東京都千代田区外神田1－9－14 34,152 1.98

富士ソフト株式会社 神奈川県横浜市中区桜木町1－1 26,996 1.57

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1－8－11 11,472 0.67

ＵＢＳセキュリティーズ・ジャパ
ン・リミテッド

東京都千代田区大手町1－5－1 大手町ファ
ーストスクエア

10,276 0.60

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町2－11－3 8,597 0.50

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町1－4－2 6,999 0.41

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1－6－1 6,236 0.36

計 － 1,181,140 68.53

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) －
－ 
 

－

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式   5,966 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,717,560 1,717,560 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 1,723,526 － －

総株主の議決権 － 1,717,560 －

－ 9 －



平成22年２月28日現在

 
  

  

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

株式会社ビックカメラ 東京都豊島区高田3－23－23 5,966 － 5,966 0.35

計 － 5,966 － 5,966 0.35

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年９月 10月 11月 12月 平成22年１月 ２月

最高(円) 37,400 35,700 35,000 33,350 33,600 31,950

最低(円) 31,300 30,150 29,600 30,550 31,150 30,350

３ 【役員の状況】

(1) 新任役員

(2) 退任役員

(3) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役ＣＳＲＯ兼内部統制室長 取締役ＣＳＲＯ 加藤 周二 平成22年２月１日

－ 10 －



当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年12月１日から平成21年２月28日)及び前第２四半期連結累計

期間(平成20年９月１日から平成21年２月28日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第

２四半期連結会計期間(平成21年12月１日から平成22年２月28日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平

成21年９月１日から平成22年２月28日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年12月

１日から平成21年２月28日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年９月１日から平成21年２月28

日)に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツにより四半期レビューを受け、また、当第

２四半期連結会計期間(平成21年12月１日から平成22年２月28日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平

成21年９月１日から平成22年２月28日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人ト

ーマツにより四半期レビューを受けております。 

なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法

人トーマツとなっております。 

  

第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について

－ 11 －



１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 26,504 24,401

受取手形及び売掛金 18,958 18,350

商品及び製品 40,215 36,914

仕掛品 0 0

原材料及び貯蔵品 232 231

番組勘定 51 36

その他 21,426 24,624

貸倒引当金 △39 △41

流動資産合計 107,349 104,517

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 18,670 18,375

土地 40,949 40,941

その他（純額） 2,708 2,886

有形固定資産合計 ※1  62,329 ※1  62,203

無形固定資産 ※2  15,055 ※2  14,069

投資その他の資産   

差入保証金 25,785 26,719

その他 17,497 23,841

貸倒引当金 △354 △552

投資その他の資産合計 42,928 50,009

固定資産合計 120,313 126,281

繰延資産 124 147

資産合計 227,787 230,945

－ 12 －



(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年８月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 37,850 39,693

短期借入金 39,403 43,824

1年内返済予定の長期借入金 17,183 17,621

1年内償還予定の社債 1,290 720

未払法人税等 555 2,859

賞与引当金 1,725 1,971

ポイント引当金 13,261 13,437

その他 14,124 13,591

流動負債合計 125,394 133,717

固定負債   

社債 3,600 180

長期借入金 32,068 27,793

退職給付引当金 4,963 4,990

役員退職慰労引当金 42 47

その他 2,602 2,405

固定負債合計 43,277 35,417

負債合計 168,672 169,135

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,402 18,402

資本剰余金 19,492 17,976

利益剰余金 22,366 22,353

自己株式 △184 －

株主資本合計 60,076 58,732

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,614 △919

評価・換算差額等合計 △1,614 △919

少数株主持分 653 3,997

純資産合計 59,115 61,810

負債純資産合計 227,787 230,945

－ 13 －



(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年２月28日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年２月28日) 

売上高 294,644 298,438

売上原価 225,309 225,613

売上総利益 69,334 72,824

販売費及び一般管理費 ※  65,505 ※  66,306

営業利益 3,829 6,518

営業外収益   

受取利息 28 18

受取配当金 69 7

負ののれん償却額 52 81

持分法による投資利益 88 －

受取賃貸料 453 476

受取手数料 － 467

その他 1,141 582

営業外収益合計 1,833 1,633

営業外費用   

支払利息 820 603

持分法による投資損失 － 4,818

その他 493 640

営業外費用合計 1,313 6,062

経常利益 4,348 2,089

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 151

退職給付制度改定益 － 242

特別利益合計 － 394

特別損失   

固定資産除却損 35 16

投資有価証券評価損 2,117 154

減損損失 － 216

特別損失合計 2,153 388

税金等調整前四半期純利益 2,195 2,095

法人税、住民税及び事業税 2,225 367

法人税等調整額 △1,705 △72

法人税等合計 520 295

少数株主利益 204 111

四半期純利益 1,470 1,688

－ 14 －



【第２四半期連結会計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年２月28日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年２月28日) 

売上高 156,133 160,992

売上原価 119,668 122,099

売上総利益 36,465 38,892

販売費及び一般管理費 ※  33,284 ※  34,373

営業利益 3,180 4,519

営業外収益   

受取利息 17 9

受取配当金 69 7

負ののれん償却額 25 9

持分法による投資利益 20 －

受取賃貸料 238 237

受取手数料 － 245

その他 564 331

営業外収益合計 935 840

営業外費用   

支払利息 417 301

持分法による投資損失 － 1,038

その他 259 275

営業外費用合計 676 1,614

経常利益 3,439 3,745

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 151

退職給付制度改定益 － 242

特別利益合計 － 393

特別損失   

固定資産除却損 11 11

投資有価証券評価損 539 16

減損損失 － 216

特別損失合計 550 244

税金等調整前四半期純利益 2,888 3,894

法人税、住民税及び事業税 1,570 52

法人税等調整額 △1,665 1,061

法人税等合計 △95 1,114

少数株主利益 283 142

四半期純利益 2,700 2,638

－ 15 －



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年２月28日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,195 2,095

減価償却費 1,484 1,498

減損損失 － 216

のれん償却額 219 117

貸倒引当金の増減額（△は減少） 68 △151

賞与引当金の増減額（△は減少） △269 △245

ポイント引当金の増減額（△は減少） △159 △176

退職給付引当金の増減額（△は減少） 352 △26

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △587 △4

受取利息及び受取配当金 △97 △25

支払利息 820 603

為替差損益（△は益） 5 0

持分法による投資損益（△は益） △88 4,818

固定資産除却損 35 16

投資有価証券評価損益（△は益） 2,117 154

売上債権の増減額（△は増加） 4,263 △608

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,215 △3,315

仕入債務の増減額（△は減少） △10,570 △1,842

その他 △61 811

小計 △1,488 3,934

利息及び配当金の受取額 105 36

利息の支払額 △798 △602

法人税等の支払額 △5,451 △2,200

営業活動によるキャッシュ・フロー △7,633 1,167

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △383 △59

定期預金の払戻による収入 300 65

有形固定資産の取得による支出 △1,339 △441

無形固定資産の取得による支出 △279 △172

投資有価証券の取得による支出 △15 △100

投資有価証券の売却による収入 49 1,833

貸付けによる支出 △103 △40

貸付金の回収による収入 12 13

差入保証金の差入による支出 △448 △431

差入保証金の回収による収入 522 1,739

連結子会社株式の取得による支出 － △449

持分法適用の範囲の変更を伴う関連会社株式の取
得による支出

△45 －

その他 411 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,318 1,958

－ 16 －



(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年２月28日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年２月28日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 18,686 △4,420

長期借入れによる収入 4,100 13,900

長期借入金の返済による支出 △11,524 △10,062

社債の発行による収入 － 4,310

社債の償還による支出 △360 △360

配当金の支払額 △1,678 △1,665

少数株主への配当金の支払額 － △1,100

子会社の自己株式の取得による支出 － △1,254

リース債務の返済による支出 － △66

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,223 △718

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 270 2,407

現金及び現金同等物の期首残高 22,455 22,570

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △244

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  22,726 ※  24,733

－ 17 －



  

 
  

  

  

 
  

 
  

  

  

 
     

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年９月１日 至 平成22年２月28日)

連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間において、株式会社ビックオフ、株式会

社ビック・スポーツ及び株式会社ビック・トイズの３社は、当社を

存続会社とする吸収合併により消滅しております。

また、株式会社豊島企画については、緊密な者であった当社の取

締役が辞任したことにより、支配力が及ばなくなったため、第１四

半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

当第２四半期連結会計期間において、株式会社倶楽部我山は、株

式会社東京計画を存続会社とする吸収合併により消滅しておりま

す。

   

(2) 変更後の連結子会社の数 14社

 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年９月１日 至 平成22年２月28日)

(四半期連結損益計算書関係)

 前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「受取手数料」（前第２四半期連結

累計期間324百万円）については、当第２四半期連結累計期間において、営業外収益の総額の100分の20を超えるこ

ととなったため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記しております。

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日)

(四半期連結損益計算書関係)

 前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「受取手数料」（前第２四半期連結

会計期間162百万円）については、当第２四半期連結会計期間において、営業外収益の総額の100分の20を超えるこ

ととなったため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記しております。

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年９月１日 至 平成22年２月28日)

1. 一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に

算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度

末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

2. 固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償

却費の額を期間按分して算定する方法によっております。

3. 法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額

控除項目を重要なものに限定する方法によっております。

また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年

度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化が

ないと認められるので、前連結会計年度末において使用した将来の業

績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。
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  当第２四半期連結累計期間(自 平成21年９月１日 至 平成22年２月28日) 

該当事項はありません。 

    

    

  

 
     

     

  

 
     

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年９月１日 至 平成22年２月28日)

 退職給付制度改定

 当社の連結子会社である株式会社ソフマップは、退職給付制度の改定を行い、平成22年２月１日に退職一時金制

度の一部及び適格退職年金制度について確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。

 本移行により、当第２四半期連結累計期間の特別利益として242百万円を計上しております。

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日)

前連結会計年度末
(平成21年８月31日)

※1. 有形固定資産の減価償却累計額  19,095百万円

   

※1. 有形固定資産の減価償却累計額  17,846百万円

 

※2. のれん及び負ののれんの表示

 のれん及び負ののれんは、相殺し無形固定資産に

含めて表示しております。相殺前の金額は次のとお

りであります。

のれん 1,668百万円

負ののれん 48百万円

 差引 1,620百万円

      
 

※2. のれん及び負ののれんの表示

 のれん及び負ののれんは、相殺し無形固定資産に

含めて表示しております。相殺前の金額は次のとお

りであります。

のれん 600百万円

負ののれん 67百万円

差引 532百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年９月１日
  至 平成21年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年９月１日
 至 平成22年２月28日)

※  販売費及び一般管理費の主なもの

ポイント販促費 20,477百万円

ポイント引当金繰入額 75百万円

賞与引当金繰入額 1,937百万円

退職給付費用 449百万円

役員退職慰労引当金繰入額 3百万円

減価償却費 1,305百万円

のれん償却額 271百万円

貸倒引当金繰入額 71百万円
 

※  販売費及び一般管理費の主なもの

ポイント販促費 22,230百万円

ポイント引当金繰入額 23百万円

賞与引当金繰入額 1,715百万円

退職給付費用 615百万円

役員退職慰労引当金繰入額 2百万円

減価償却費 1,307百万円

のれん償却額 198百万円

貸倒引当金繰入額 3百万円

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年12月１日
  至 平成21年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年12月１日
 至 平成22年２月28日)

※  販売費及び一般管理費の主なもの

ポイント販促費 10,883百万円

ポイント引当金繰入額 75百万円

賞与引当金繰入額 907百万円

退職給付費用 235百万円

役員退職慰労引当金繰入額 1百万円

減価償却費 681百万円

のれん償却額 179百万円

貸倒引当金繰入額 57百万円
 

※  販売費及び一般管理費の主なもの

ポイント販促費 11,901百万円

ポイント引当金繰入額 2百万円

賞与引当金繰入額 609百万円

退職給付費用 308百万円

役員退職慰労引当金繰入額 1百万円

減価償却費 675百万円

のれん償却額 99百万円

貸倒引当金繰入額 3百万円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年９月１日
  至 平成21年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年９月１日
 至 平成22年２月28日)

 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年２月28日現在）

現金及び預金 24,556百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金
△1,830百万円

現金及び現金同等物 22,726百万円

 
 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年２月28日現在）

現金及び預金 26,504百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金
△1,770百万円

現金及び現金同等物 24,733百万円
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当第２四半期連結会計期間末(平成22年２月28日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年９月１日

至 平成22年２月28日) 

1. 発行済株式に関する事項 

 
    

2. 自己株式に関する事項 

 
    

3. 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

    

4. 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
    

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

    該当事項はありません。 

    

5. 株主資本の著しい変動に関する事項 

当社は、平成22年１月29日付で、連結子会社である株式会社ソフマップを株式交換により完全子会

社としており、また、平成22年２月22日開催の取締役会決議に基づき、株式交換による１株に満たな

い端数の処理について、自己株式の買い取りを行っております。 

この結果、当第２四半期連結累計期間において資本準備金が1,515百万円、自己株式が184百万円増

加し、当第２四半期連結会計期間末において資本剰余金が19,492百万円、自己株式が184百万円とな

っております。 

  

(株主資本等関係)

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,723,526

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 5,966

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年11月26日 
定時株主総会

普通株式 1,675 1,000.00 平成21年８月31日 平成21年11月27日 利益剰余金
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前第２四半期連結会計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年２月28日) 

 
     

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日) 

当社グループは音響映像商品・家庭電化商品・情報通信機器商品等の物品販売事業を主たる事業とし

ており、当該事業以外では売上高基準、営業損益基準とも10％以上となるセグメントがないため、記載

を省略しております。 

     

前第２四半期連結累計期間(自 平成20年９月１日 至 平成21年２月28日) 

 
(注) 1. 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

2. 各区分の主な商品・役務 

(1) 物品販売事業 …… 音響映像商品・家庭電化商品・情報通信機器商品等 

(2) 放送事業 ………… テレビ放送事業・ケーブルテレビ事業 

(3) その他の事業 …… ゴルフ事業等 

3. 会計処理基準に関する事項の変更 

  (棚卸資産の評価に関する会計基準の適用) 

   当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、主として売価還元法によ

る原価法によっておりましたが、主として売価還元法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法)に変更しております。 

   この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益は物品販売事業にお

いて207百万円減少しております。 

 なお、放送事業及びその他の事業において、この変更による営業利益又は営業損失に与える影響はありま

せん。 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成21年９月１日 至 平成22年２月28日) 

当社グループは音響映像商品・家庭電化商品・情報通信機器商品等の物品販売事業を主たる事業とし

ており、当該事業以外では売上高基準、営業損益基準とも10％以上となるセグメントがないため、記載

を省略しております。 

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

物品販売事業 
(百万円)

放送事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結
(百万円)

売上高 155,210 1,148 376 156,736 (602) 156,133

営業利益又は営業損失(△) 3,283 △74 △15 3,193 (12) 3,180

物品販売事業 
(百万円)

放送事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社(百万円)

連結
(百万円)

売上高 292,793 2,263 991 296,047 (1,403) 294,644

営業利益又は営業損失(△) 4,156 △308 8 3,856 (27) 3,829

－ 22 －



前第２四半期連結会計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年２月28日)及び当第２四半期連結会計

期間(自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日)並びに前第２四半期連結累計期間(自 平成20年

９月１日 至 平成21年２月28日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年９月１日 至 平成22

年２月28日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

前第２四半期連結会計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年２月28日)及び当第２四半期連結会計

期間(自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日)並びに前第２四半期連結累計期間(自 平成20年

９月１日 至 平成21年２月28日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年９月１日 至 平成22

年２月28日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間末(平成22年２月28日) 

当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間末(平成22年２月28日) 

当社グループの行っておりますデリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要なもので

はありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)
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当第２四半期連結会計期間(自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日) 

共通支配下の取引等 

1. 株式会社東京計画を存続会社とする株式会社倶楽部我山の吸収合併 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合

後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

① 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

存続会社：株式会社東京計画 

消滅会社：株式会社倶楽部我山 

結合当事企業の事業の内容： 

     株式会社東京計画…広告代理業及び不動産の賃貸・管理 

     株式会社倶楽部我山…ゴルフ場の経営 

② 企業結合の法的形式 

株式会社東京計画を存続会社とする吸収合併方式 

③ 結合後企業の名称 

株式会社東京計画 

④ 取引の目的を含む取引の概要 

吸収合併の目的：グループ企業の効率化及び経営基盤強化を図るため 

吸収合併の効力発生の日：平成21年12月１日 

合併比率及び合併交付金：株式会社東京計画は、株式会社倶楽部我山の全株式を所有し

ており、本合併による新株式の発行及び資本金の増加並びに

合併交付金の支払はありません。 

(2) 実施した会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日公表分）及び「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平

成19年11月15日公表分）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。 

  

2. 当社を完全親会社とし、株式会社ソフマップを完全子会社とする株式交換 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合

後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

① 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

結合当事企業の名称：株式会社ソフマップ 

結合当事企業の事業の内容：パソコン、デジタルグッズの専門小売業 

② 企業結合の法的形式 

当社を完全親会社とし、株式会社ソフマップを完全子会社とする株式交換 

③ 結合後企業の名称 

結合後企業の名称に変更はありません。 

(企業結合等関係)
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④ 取引の目的を含む取引の概要 

株式交換の目的：当社及び株式会社ソフマップは、平成18年１月５日に資本・業務提携

契約を締結し、それぞれの強みを活かした共同事業を展開するなどシ

ナジー効果を追求してまいりました。しかし、外部経営環境の変化及

び同業他社との競合が激化する中、更なる収益力強化の観点からは、

独立した上場企業としての垣根にとらわれず、グループとしての協働

体制をより一層高め、一体化したビジネスモデル及び組織体制の整備

が急務であるとの認識に至り、本株式交換を実施することといたしま

した。 

株式交換の内容：当社を完全親会社とし、株式会社ソフマップを完全子会社とする株式

交換であります。 

株式交換の効力発生日：平成22年１月29日 

(2) 実施した会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日公表分）及び「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平

成19年11月15日公表分）に基づき、共通支配下の取引等のうち少数株主との取引として処理

しております。 

(3) 子会社株式の追加取得に関する事項 

① 取得原価及びその内訳 

 
② 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

a. 株式の種類別の交換比率 

株式会社ソフマップの普通株式１株につき、当社の普通株式 0.005株 

b. 交換比率の算定方法 

当社はみずほマネジメントアドバイザリー株式会社を、株式会社ソフマップは株式会

社エイ・ジー・エス・コンサルティングを第三者算定機関として選任し、市場株価法及

びＤＣＦ法の各算定方法により交換比率を算定し、この算定結果を参考に、株式会社ソ

フマップと協議を重ねた結果、上記交換比率といたしました。 

c. 交付株式数及びその評価額 

交付株式数       47,624株 

交付株式の評価額  1,515百万円 

③ 発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

a. のれんの金額 

1,266百万円 

取得の対価

 企業結合日に交付した当社の普通株式 1,515百万円

取得に直接要した費用

 アドバイザリー費用等 29百万円

取得原価 1,544百万円
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b. 発生原因 

株式交換比率の算定に際し、株式会社ソフマップの超過収益力等を勘案した結果、同

社株式の追加取得分の取得原価が当該追加取得に伴う少数株主持分の減少額を上回るこ

ととなったためであります。 

c. 償却の方法及び償却期間 

５年間で均等償却 
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(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

    

 
  

 
(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

     

 
  

(１株当たり情報)

1. １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日)

前連結会計年度末
(平成21年８月31日)

 
１株当たり純資産額 34,037円65銭

 
１株当たり純資産額 34,496円66銭

2. １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年９月１日
  至 平成21年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年９月１日
 至 平成22年２月28日)

 

１株当たり四半期純利益金額 877円57銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載しておりません。

         

１株当たり四半期純利益金額 1,002円82銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載しておりません。

   

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年９月１日
至 平成21年２月28日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年９月１日
至 平成22年２月28日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,470 1,688

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,470 1,688

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 1,675,902 1,683,827

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年12月１日
  至 平成21年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年12月１日
 至 平成22年２月28日)

 

１株当たり四半期純利益金額 1,611円18銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載しておりません。

      

１株当たり四半期純利益金額 1,559円30銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載しておりません。

   

項目
前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年12月１日
至 平成21年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年12月１日
至 平成22年２月28日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 2,700 2,638

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,700 2,638

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 1,675,902 1,691,841
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該当事項はありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日) 

リース取引開始日がリース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四

半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められない

ため、記載しておりません。 

  

  

  

  特記事項はありません。 

    

  該当事項はありません。 

  

(重要な後発事象)

(リース取引関係)

２ 【その他】

(1) 決算日後の状況

(2) 訴訟等
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

－ 29 －



  

平成２１年４月９日

株式会社ビックカメラ 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ビックカメラの平成２０年９月１日から平成２１年８月３１日までの連結会計年度の第２四半期連

結会計期間（平成２０年１２月１日から平成２１年２月２８日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２

０年９月１日から平成２１年２月２８日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ビックカメラ及び連結子会社の平

成２１年２月２８日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累

計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  石  橋  和  男  印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  原  田  誠  司  印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  東  葭     新  印

(注) 1. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

2. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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平成22年４月12日

     

 
    
 

   
 

   
 

   
 

     

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ビックカメラの平成21年９月１日から平成22年８月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間（平成21年12月１日から平成22年２月28日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平

成22年２月28日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ビックカメラ及び連結子会社の平

成22年２月28日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 
     

独立監査人の四半期レビュー報告書

株式会社 ビックカメラ 

   取 締 役 会 御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員 

業務執行社員
公認会計士 石  橋  和  男   印

指定有限責任社員 

業務執行社員
公認会計士 原  田  誠  司   印

指定有限責任社員 

業務執行社員
公認会計士 東  葭     新   印

(注) 1. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

2. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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